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2020年12月14日
【20年12月7日～12月11日】

1. 先週の市場動向 【先週の市場の振り返り】

（出所）FactSetのデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成

先々週末 先週末

2020/12/4 2020/12/11 前週比

NYダウ（米国） 30,218.26 30,046.37 ▲0.57%

日経平均株価（日本） 26,751.24 26,652.52 ▲0.37%

DAX指数（ドイツ） 13,298.96 13,114.30 ▲1.39%

FTSE100指数（英国） 6,550.23 6,546.75 ▲0.05%

上海総合指数（中国） 3,444.58 3,347.19 ▲2.83%

香港ハンセン指数（中国） 26,835.92 26,505.87 ▲1.23%

ASX指数（豪州） 6,634.10 6,642.60 0.13%

MSCI AC アジア (除く日本） 983.17 985.82 0.27%

＜リート＞ 先々週末 先週末 前週比

グローバル 583.11 572.00 ▲1.90%

アジア・パシフィック（除く日本） 1073.27 1061.70 ▲1.08%

＜債券＞（利回り）（％） 先々週末 先週末 前週差

米国10年国債 0.968 0.887 ▲0.080

日本10年国債 0.015 0.008 ▲0.007

ドイツ10年国債 ▲0.548 ▲0.632 ▲0.084

英国10年国債 0.344 0.176 ▲0.168

＜為替＞ 先々週末 先週末 前週比

ドル円 104.20 103.95 ▲0.24%

ユーロ円 126.51 125.85 ▲0.52%

ユーロドル 1.2142 1.2108 ▲0.28%

豪ドル円 77.45 78.32 1.13%

＜商品＞ 先々週末 先週末 前週比

商品（CRB指数） 159.89 161.25 0.85%

原油先物価格（WTI） 46.26 46.57 0.67%

＜株式＞
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※ユーロドルのプラス表

示はユーロ高・ドル安。

（出所）FactSetのデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成

＜株式＞

主要株式市場は概ね下落しました。米国株式市場は、コロナワクチンの緊急認可への期待などからNYダウは一時史上最高値を更

新しましたが、コロナ感染拡大が続いたこと、経済指標の悪化、追加経済対策の成立期待が後退したことなどが嫌気され下落しまし

た。週間ではNYダウは0.57%下落しました。日本株式市場は、コロナワクチンの接種が米欧で始まる事を好感し日経平均株価は

一時年初来高値を更新しましたが、高値警戒感や米国株が上昇一服となったことなどから、日経平均株価は小幅に下落しまし

た。週間では0.37%下落しました。欧州株式市場は、ジョンソン英首相が、英国はEUと通商協定で合意できないまま年末までの

移行期間を終える可能性が高いと述べ、通商交渉の不透明感が強まったことなどからDAX指数は1.39%、FTSE100指数は

0.05%下落しました。中国株式市場は、米政府が中国政府高官を制裁対象に加えたことによる米中関係悪化懸念などから、上

海総合指数は2.83%、香港ハンセン指数は1.23%下落しました。

＜リート＞

グローバル・リートは、欧米の株式市場が概ね下落したことを受け、1.90%下落しました。

＜債券＞

米国の債券市場は、新型コロナの感染拡大抑制に向けた規制が強まったことなどを背景に、長期金利は0.080%低下しました。日

本、ドイツ、英国の長期金利も低下しました。

＜為替＞

円相場は概ね円高となりました。対ユーロでは、英国とEUとの通商交渉が難航し、合意なき離脱の可能性が高まり、0.52%の円

高となりました。対米ドルでも0.24%の円高となりました。一方対豪ドルでは資源高を受けて1.13％の円安になりました。

＜商品＞

原油価格は、コロナワクチンの接種開始などを受け原油需要回復期待から0.67%上昇しました。
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当資料の最終ページに重要な注意事項を記載しておりますので、必ずご確認ください。

（注）為替の変化率がプラスの場合は各国通貨高・円安、マイナス▲の場合は各国通貨安・円高。

（出所）FactSetのデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成

（注）S&P REIT指数の国・地域別指数（配当込み、現地通貨ベース）。

（出所）FactSetのデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成

2. 先週のアジア・オセアニア株式・リート市場 【国・地域別の株価指数の推移】

【国・地域別のREIT指数の推移】（ポイント）

（ポイント）

（注）データは2020年9月11日～2020年12月11日。グラフの各国・地域別の株価指数は表と同じ。

（出所）FactSetのデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成

（注）データは2020年9月11日～2020年12月11日。S＆P REIT指数の国・地域別指数（配当込

み、現地通貨ベース）。アジア：アジア・パシフィック（除く日本）。

（出所）FactSetのデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成

（年/月）

（年/月）

【国・地域別の株価指数（現地通貨ベース）、為替レート】

先々週末 先週末

2020/12/4 2020/12/11 前週比

MSCI AC Asia (除く日本） 983.17 985.82 0.27%

香港（ハンセン指数） 26,835.92 26,505.87 ▲1.23%

シンガポール（ST指数） 2,839.89 2,821.70 ▲0.64%

台湾（加権指数） 14,132.44 14,261.69 0.91%

韓国（KOSPI指数） 2,731.45 2,770.06 1.41%

タイ（SET指数） 1,449.83 1,482.67 2.27%

インドネシア（ジャカルタ総合指数） 5,810.48 5,938.33 2.20%

インド（SENSEX指数） 45,079.55 46,099.01 2.26%

オーストラリア（S&P／ASX200指数） 6,634.10 6,642.60 0.13%

先々週末 先週末 前週比

香港ドル 13.444 13.411 ▲0.24%

シンガポールドル 78.160 77.736 ▲0.54%

台湾ドル 3.688 3.690 0.05%

韓国ウォン（100ウォン当たり） 9.628 9.533 ▲0.99%

タイバーツ 3.455 3.461 0.18%

インドネシアルピア（100ルピア当たり） 0.739 0.738 ▲0.06%

インドルピー 1.412 1.411 ▲0.04%

オーストラリアドル 77.448 78.323 1.13%

国・地域

為替レート（対円）

【国・地域別のREIT指数 (配当込み、現地通貨ベース）】

先々週末 先週末
10年国債

利回り

配当

利回り

2020/12/4 2020/12/11 前週比 2020/12/11 2020/11/30

アジア・パシフィック（除く日本） 1,073.27 1,061.70 ▲1.08% 3.94%

香港 852.56 839.80 ▲1.50% 0.85% 4.62%

シンガポール 710.36 713.42 0.43% 0.93% 4.33%

オーストラリア 883.12 866.76 ▲1.85% 0.99% 3.66%

グローバル 583.11 572.00 ▲1.90% 4.00%

米国 1,372.32 1,338.31 ▲2.48% 0.89% 3.91%

英国 86.81 83.85 ▲3.41% 0.18% 2.47%

フランス 390.91 379.20 ▲3.00% ▲0.38% 6.97%

日本 433.78 436.33 0.59% 0.01% 4.40%
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3. 先週のメキシコペソ市場

当資料の最終ページに重要な注意事項を記載しておりますので、必ずご確認ください。

4. 先週のブラジルレアル市場

（注）データは2019年12月11日～2020年12月11日。

（出所）FactSetのデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成
（注）データは2019年12月11日～2020年12月11日。

（出所）FactSetのデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成
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（円/ブラジルレアル） （円/米ドル）

（年/月）

2020/12/11 2020/12/4 2020/11/30

円/メキシコペソ 5.17 5.27 5.17

メキシコペソ/米ドル 20.12 19.78 20.16 

WTI原油先物 46.57 46.26 45.34 

5年債利回り（％） 4.94 4.94 5.05 

メキシコ政策金利（％） 4.25 4.25 4.25

騰落率

前週比 前月末比 前年末比

円/メキシコペソ ▲ 1.90% ▲ 0.12% ▲ 10.21%

メキシコペソ/米ドル ▲ 1.66% 0.20% ▲ 6.13%

（注1）円/メキシコペソと円/米ドルの単位は円、メキシコペソ/米ドルの単位はメキシコペソ。

（注2）メキシコペソ/米ドルの騰落率はメキシコペソの対米ドルでの騰落率。
（注3）WTI原油先物価格の単位は米ドル。
（注4）前週比は2020年12月4日から2020年12月11日まで、前月末比は2020年11月30日から2020年
　   　    12月11日まで、前年末比は2019年末から2020年12月11日まで。
（出所）FactSet のデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成

2020/12/11 2020/12/4 2020/11/30

円/ブラジルレアル 20.54 20.15 19.36

ブラジルレアル/米ドル 5.062 5.171 5.386

鉄鉱石 152.02 141.53 124.62

ブラジル政策金利（％） 2.00 2.00 2.00

騰落率

前週比 前月末比 前年末比

円/ブラジルレアル 1.92% 6.07% ▲ 23.99%

ブラジルレアル/米ドル 2.16% 6.41% ▲ 20.53%

鉄鉱石 7.41% 21.99% 66.09%

（注1）円/ブラジルレアルと円/米ドルの単位は円、ブラジルレアル/米ドルの単位はブラジルレアル。

（注2）ブラジルレアル/米ドルの騰落率はブラジルレアルの対米ドルでの騰落率。
（注3）鉄鉱石は先物価格（米ドル）。
（注4）前週比は2020年12月4日から2020年12月11日まで、前月末比は2020年11月30日から2020年12月11日まで、
　　     　前年末比は2019年末から2020年12月11日まで。
（出所）FactSet.のデータを基に三井住友DSアセットマネジメント作成
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2020年12月14日
【20年12月7日～12月11日】

先週の注目の「マーケット・デイリー」

2020年12月10日 主要な資産の利回り比較（2020年11月）

2020年12月7日 弱い米雇用統計でも米株は高値更新

先週の「マーケット・ウィークリー」

2020年12月7日 先週のマーケットの振り返り（2020/11/30-12/4）

先月の「マーケット・マンスリー」

2020年12月3日 先月のマーケットの振り返り（2020年11月）

先週の注目の「マーケット・キーワード」

2020年12月9日 『SQ』は日本株の転換点となるか？

当資料の最終ページに重要な注意事項を記載しておりますので、必ずご確認ください。

５. 今週の主な注目材料

弊社マーケットレポート 検索!!

※各経済指標・イベントは予定であり、変更されることがあります。

米国 日本 欧州 アジア・オセアニア・その他

12/14 （月）

ユーロ圏10月鉱工業生産

12/15 （火）

12月NY連銀製造業景気指数

11月鉱工業生産

中国11月鉱工業生産、11月小売売上

高、11月固定資産投資☆

12/16 （水）

連邦公開市場委員会(FOMC)☆

11月小売売上高

11月貿易収支 ユーロ圏12月マークイットPMI製造業・

サービス業・総合指数

ユーロ圏10月貿易収支

12/17 （木）

11月住宅着工件数 イングランド銀行（BOE）金融政策決定

会合☆

豪州11月雇用統計

12/18 （金）

日銀金融政策決定会合☆

11月全国消費者物価指数（CPI）

ドイツ12月IFO企業景況感指数

ドイツ11月生産者物価指数（PPI）

今後の景気や金融政策を占う上で、連邦公開市

場委員会(FOMC)での決定やコメントなどが注目

されます。

今後の景気や金融政策を占う上で、日銀

金融政策決定会合での決定やコメントな

どが注目されます。

今後の景気や金融政策を占う上で、イング

ランド銀行（BOE）金融政策決定会合

での決定やコメントなどが注目されます。

中国の景気動向を占う上で中国11月鉱

工業生産、11月小売売上高、11月固

定資産投資などが注目されます。

☆

今週の注目点

日付

https://www.smam-jp.com/market/report/marketreport/global/news201210gl.html
https://www.smam-jp.com/market/report/lastweek/global/week201116gl.html
https://www.smam-jp.com/market/report/lastweek/global/week201207gl.html
https://www.smam-jp.com/market/report/lastmonth/global/month201203gl.html
https://www.smam-jp.com/market/report/keyword/japan/key201209jp.html
https://www.smam-jp.com/market/report/marketreport/usa/news201207us.html
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2020年12月14日
【20年12月7日～12月11日】

【重要な注意事項】
【投資信託商品についてのご注意（リスク、費用）】
●投資信託に係るリスクについて
投資信託の基準価額は、投資信託に組み入れられる有価証券の値動き等（外貨建資産には為替変動もあります。）の影響により上下します。基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割
り込むことがあります。
運用の結果として投資信託に生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。したがって、投資信託は預貯金とは異なり、投資元本が保証されているものではなく、一定の投資成果を保証す
るものでもありません。

●投資信託に係る費用について
ご投資いただくお客さまには以下の費用をご負担いただきます。
◆直接ご負担いただく費用 ・・・購入時手数料 上限3.85％（税込）

・・・換金（解約）手数料 上限1.10％（税込）
・・・信託財産留保額 上限1.25％

◆投資信託の保有期間中に間接的にご負担いただく費用・・・信託報酬 上限 年 3.905％（税込）
◆その他費用・・・監査費用、有価証券の売買時の手数料、デリバティブ取引等に要する費用（それらにかかる消費税等相当額を含みます。）、および外国における資産の保管等に要する費用等

が信託財産から支払われます。また、投資信託によっては成功報酬が定められており当該成功報酬が信託財産から支払われます。投資信託証券を組み入れる場合には、お客さ
まが間接的に支払う費用として、当該投資信託の資産から支払われる運用報酬、投資資産の取引費用等が発生します。これらの費用等に関しましては、その時々の取引内容等
により金額が決定し、運用の状況により変化するため、あらかじめその上限額、計算方法等を具体的には記載できません。

※なお、お客さまにご負担いただく上記費用等の合計額、その上限額および計算方法等は、お客さまの保有期間に応じて異なる等の理由によりあらかじめ具体的に記載することはできません。

【ご注意】上記に記載しているリスクや費用項目につきましては、一般的な投資信託を想定しております。費用の料率につきましては、三井住友DSアセットマネジメントが運用するすべての投資信託に
おける、それぞれの費用の最高の料率を記載しております。投資信託に係るリスクや費用は、それぞれの投資信託により異なりますので、ご投資をされる際には、販売会社よりお渡しする投資信託説
明書（交付目論見書）や契約締結前交付書面等を必ず事前にご覧ください。
投資信託は、預貯金や保険契約と異なり、預金保険・貯金保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また登録金融機関でご購入の場合、投資者保護基金の支払対象とはなり
ません。投資信託は、クローズド期間、国内外の休祭日の取扱い等により、換金等ができないことがありますのでご注意ください。

三井住友DSアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第399号
加入協会：一般社団法人 投資信託協会、一般社団法人 日本投資顧問業協会、一般社団法人 第二種金融商品取引業協会

■当資料は、情報提供を目的として、三井住友DSアセットマネジメントが作成したものです。特定の投資信託、生命保険、株式、債券等の売買を推奨･勧誘するものではありません。■当資料に基づいて取られた投資行動の
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